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１．趣  旨 
  本セミナーは、物価高騰、処遇改善、人材確保など社会福祉法人を取り巻く課題が山積して

いるなか、社会保障・社会福祉をめぐる最新の制度動向や災害支援の考え方を共有し、今後の

社会福祉法人経営について参加者とともに考え、また全国経営協に対する会員の声を伺う双方

向性の機会として開催します。 

 
２．運  営 
  主 催：新潟県社会福祉法人経営者協議会 

  共 催：全国社会福祉法人経営者協議会 

 
３．日  時 
  令和 7 年 2 月 25 日(火) 13：20～16：20 

 
４．会  場 
  新潟ユニゾンプラザ 5 階「中研修室」 

  新潟市中央区上所 2-2-2 

 
５．参加対象者及び参加費 
  新潟県経営協会員法人の役職員等       無料 

  上記以外の社会福祉法人の役職員等    5,000 円/人 

   ※役職員等とは、法人の理事長・理事、社会福祉施設・事業所の 園長、施設長、管理職候補者等 

 

6．参加定員 
  参加定員 80 名 

 
7．プログラム（裏面参照） 
 

8．参加申込方法 
  令和 7 年 2 月 14 日(金)までに、下記「受講申込み」(新潟県経営協 WEB)によりお申し込み

ください。（但し、締切日以前でも定員に達した時点で申し込み受付を締め切らせていただきます。） 

  ≪受講申込みページ≫ 
   https://www.fukushiniigata.or.jp/keieikyo/ 

 

9．その他留意事項 

  ・会場には駐車場はありますが、他の来館者も利用しますので、ご来場の際はなるべく乗り

合わせでお越しくださいますよう、ご協力ください。 

  ・本研修会申込の際に取得した個人情報は、本セミナーの運営にのみ使用させていただきま

す。 

 
10．お問い合わせ先 
  新潟県社会福祉法人経営者協議会 事務局 
  〒950-8575 新潟県新潟市中央区上所 2-2-2 
  社会福祉法人新潟県社会福祉協議会 福祉人材課 勢能 
  TEL 025-281-5526 FAX 025-282-0548 
  https://www.fukushiniigata.or.jp/keieikyo/  

新潟県社会福祉法人経営者協議会 
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プログラム(予定) 

時 間 内  容 講師等 

13：00 
～13：20 

受 付  

13：20 
～13：30 

開会あいさつ・オリエンテーション 
新潟県経営協 
会長 平澤正人 

13：30 
～14：50 
（80 分） 

【講義Ⅰ】 

「協働化も大規模化も社会福祉法人が決める！ 
～昨今の社会保障・社会福祉をめぐる動向と全国経営協

の取組を踏まえて」 

  政府において、経営の安定化や経営改善を目的に、社会福祉
法人の協働化・大規模化を推進し、「協働化・大規模化による介
護経営の改善に関する政策パッケージ」などがとりまとめられ
ています。 

各地域でどのような福祉サービスを展開するか、そのために
必要な法人規模は、本来、各地域のニーズを踏まえてそれぞれ
の法人の経営判断によってのみ委ねられるべきです。 

本講義では制度動向を共有したうえで、未来志向の事業展開
と中長期計画を着想するためのポイントや留意点を確認しま
す。 

＜主な内容＞  

社会福祉法人の協働化・大規模化（社会福祉連携推進法人、事
業譲渡等） 
未来志向の事業展開と中長期計画策定のポイント 
合併・事業譲渡をとりまく留意点（手数料、退職慰労金等） 
すべての福祉従事者の賃上げのために全国経営協の取組 

○ 質疑・意見交換 

 
(全国経営協制度・政策委
員会 専門委員) 
 
社会福祉法人 松美会 
事務長 辻中浩司 氏 

14：50 
～15：00 

休憩 
 

15：00 
～15：15 
（15 分） 

【全国青年会入会促進 PR】 

「全国青年会がいま目指していること」 
～各委員会の取り組み～ 

  全国青年会は、社会福祉法人の枠にとらわれることなく、様々

な社会課題に取り組む皆様と共に、社会課題に挑戦することの意

味、やりがいなどを共有するために、SGWC サミットを開催し

ました。 

そのダイジェスト動画を公開！  

全国経営青年会 
 会長 村木宏成 氏 
 
新潟県経営青年会 
 会長 倉重圭介 

15：20 
～16：20 
（60 分） 

【講義Ⅱ】 

「災害に負けない！全国経営協の災害支援の考え方と取組」 
  社会福祉法人の事業継続は、法人内で完結するものではなく、

地域とともにという視点に立たなければ、その計画は機能しま
せん。平時からの地域に向けた取組は、法人・福祉施設を生き残
らせるためにも必須です。 

 これまでに発生した災害を踏まえて、災害に負けない BCP 策定
のポイントや種別協連携による災害支援体制の構築等について
お伝えします。 

○ 質疑・意見交換 

 
(全国経営協 ふくし DX
推進特別委員会委員・専
門委員) 
 
社会福祉法人 植竹会 
理事長 島田幸治 氏 

16：20 閉会  

 


